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【事実の概要】
　本件は、被害者 1 名に対する強姦（平成29年法律72号による改正前のもの。以下
同じ）未遂〔事件①〕、被害者 3 名に対する強制わいせつ〔事件②〕、被害者 1 名
に対する強姦〔事件③〕の事案である。事件②、③につき、被告人がその犯行状
況を隠し撮りしていたことから、これが録画されたデジタルビデオカセットの没
収の可否が問題となった。
　事件②、③にかかる第一審認定の事実は、大要、次のとおりである。アロマオ
イルを用いたマッサージ等のサービスを提供していた被告人は、マッサージを受
けに来た被害者らを本件店舗のマッサージルームに招き入れるなどした上、被告
人の指示により、上半身裸又は全裸にさせた被害者をして、施術台上にバスタオ
ルを掛けて横たわらせるとともにアイマスクを着用させるなどして、さらに被害
者らに無断で自らビデオカメラを設置して操作し、被害者の様子を隠し撮りして
デジタルビデオカセットに録画しつつ、被害者に対するマッサージを行うなどし
たところ、被害者がこのような状態になっているのに乗じ、強制わいせつ行為を
したり、強いて被害者を姦淫したりした。
　被告人は、このようにして自ら設置したビデオカメラを操作して各犯行状況等
の隠し撮りを行い、合計 4 本のデジタルビデオカセット（以下「本件各デジタルビ
デオカセット」という）に録画していたところ、被告人は、この隠し撮りの間に、
ビデオカメラの位置や向きを動かすなどして、被害者の胸部等を大きく映し出す
ようにしていた。被告人がこのような隠し撮りを行った意図は、後に被害女性と
の間でトラブルになった場合に備えて防御のために撮影したものであり、以上の
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映像の内容は、自らの無罪を証明するとともに、被害者らが虚偽の供述をしてい
ることを示すものであった。
　第一審
（１）
は、「被告人としては、本件各犯行に及ぶとともに、その撮影に及んだ
当初から、被害者らとの間で後に紛争が生じた場合に、本件各デジタルビデオカ
セットをその内容が自らにとって有利になる限度で証拠として利用することを想
定していたと認めることができ」るとし、「これらの隠し撮りが被告人の当該性
犯罪と並行して行われ、その意味で密接に関連しているといえるだけでなく、
……被告人としては各犯行状況を撮影して録画するに当たり、自らに有利な証拠
を作出し得るという認識を持ち、そのような利用価値を見出していたといえるの
であり、そのような撮影行為によって客観的に記録した当該映像を確保できるこ
と自体が、被告人の上記各犯行を心理的に容易にし、その実行に積極的に作用す
るものであったと評価できる」として、本件各デジタルビデオカセットにつき、
各犯行を促進したものとして、犯罪供用物件の没収を認めた。
　控訴審
（２）
も、「被告人のいう利用客との間でトラブルになった場合に備えての防
御とは、単に自己に有利な証拠として援用するために手元に置いておくことにと
どまらず、被害者が被害を訴えた場合には、被害者に対して前記映像を所持して
いることを告げることにより、被害者の名誉やプライバシーが侵害される可能性
があることを知らしめて、捜査機関への被害申告や告訴を断念させ、あるいは告
訴を取り下げさせるための交渉材料として用いることも含む趣旨と認められる」
とし、「各犯行時に隠し撮りをして、各実行行為終了後に各被害者にそのことを
知らせて捜査機関による身柄拘束を含む捜査や刑事訴追を免れようとする行為
は、各犯行による性的満足という犯罪の成果を確保し享受するためになされた行
為であるとともに、捜査や刑事訴追を免れる手段を確保することによって犯罪の
実行行為を心理的に容易にするためのものといえるから、本件各実行行為と密接
に関連する行為といえる。以上のとおり、本件各デジタルビデオカセットは、こ
のような実行行為と密接に関連する行為の用に供し、あるいは供しようとした物
と認められるから、刑法19条 1 項 2 号所定の犯行供用物件に該当する」とした。
弁護人が上告。
【決定要旨】
　上告棄却。
（ 1 ）　宮崎地判平成27年12月 1 日刑集72巻 2 号217頁参照。同判決の評釈として、中村功一
「判批」警察学論集69巻 2 号（2016年）145頁以下、岡田志乃布「判批」研修813号（2016年）
25頁以下。
（ 2 ）　福岡高判宮崎支部平成29年 2 月23日刑集72巻 2 号258頁参照。
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　「被告人は、本件強姦 1 件及び強制わいせつ 3 件の犯行の様子を被害者に気付
かれないように撮影しデジタルビデオカセット 4 本（以下「本件デジタルビデオカ
セット」という。）に録画したところ、被告人がこのような隠し撮りをしたのは、
被害者にそれぞれその犯行の様子を撮影録画したことを知らせて、捜査機関に被
告人の処罰を求めることを断念させ、刑事責任の追及を免れようとしたためであ
ると認められる。以上の事実関係によれば、本件デジタルビデオカセットは、刑
法19条 1 項 2 号にいう『犯罪行為の用に供した物』に該当し、これを没収するこ
とができると解するのが相当である。」
【評釈】
1．問題の所在
　刑法19条 1 項 2 号（以下「本条」という）は、「犯罪行為の用に供し、又は供し
ようとした物」の任意的没収を定める。本件では、わいせつ行為ないし姦淫行為
を隠し撮りしたビデオカセットを本条によって没収できるかが争点となった
（３）
。こ
の争点は、没収において論点とされてきた、構成要件該当行為以外の行為に用い
られ、ないしは用いられる予定であった物件を、実行行為の心理的促進を理由と
して、本条により没収できるかという問題と関係する。
　本稿では、第一審から本決定までの一連の判決の分析を行い、本決定の判断
が、解釈論上いかなる根拠から基礎づけられるかにつき検討を加える。
2 ．供用物件該当性について
（ 1）没収対象としての供用物件の構造
　「犯罪行為の用に供した物」を「供用物件」といい、「犯罪行為の用に供しよう
とした物」を「供用準備物件」という。供用物件とは、犯罪行為の遂行のために
用いた物件で、当該物件が構成要件上不可欠でない場合を指し
（４）
、具体的には殺人
行為に用いた凶器、強盗に際し暴行・脅迫の手段として用いた凶器等が挙げられ
る。供用準備物件とは、犯罪遂行のために用意したが、現実には使用されないで
（ 3 ）　本決定の評釈として、本田稔「判批」法学セミナー764号（2018年）113頁、安田拓人
「判批」法学教室457号（2018年）134頁、今井將人「判批」捜査研究814号（2018年） 2 頁以
下、河原雄介「判批」研修844号（2018年）27頁以下、滝谷英幸「判批」刑事法ジャーナル
58号（2018年）137頁以下、矢崎正子「判批」警察公論74巻 1 号（2019年）87頁以下、矢田
悠真「判批」東北ローレビュー 6 号（2019年）58頁以下。また、樋口亮介「判批」『平成30
年度重要判例解説』（有斐閣、2019年）154頁以下は、供用物件該当性の判断につき、ドイツ
との比較法を行っている。
（ 4 ）　大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法　第 1 巻〔第三版〕』（青林書院、2015年）422頁
〔出田孝一〕。
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終わった物件を指す。犯罪行為の遂行のために使用した物件で、当該物件が構成
要件上不可欠である場合、例えば偽造文書行使罪における偽造文書、贈賄罪にお
いて供与した賄賂等に対しては、19条 1 項 1 号の組成物件没収が適用される。
（ 2）裁判例における供用物件該当性判断
　犯罪行為終了後の逃走又は逮捕を免れるために用意・使用された物に関して、
最判平成15年 4 月11日刑集57巻 4 号403頁は、覚せい剤密輸入等の被告人が、共
犯者から受け取った、犯罪実行の翌日に出国するための復路航空券につき、「刑
法19条 1 項 2 号の『犯罪行為の用に供し、又は供しようとした物』に当たると認
めるのが相当である」とし、復路航空券の没収を認めた
（５）
。また、本件と同様、性
犯罪が問題となった東京高判平成22年 6 月 3 日判タ1340号282頁は、強盗強姦
（平成29年法律72号による改正前のもの。以下同じ）事件の被告人が犯行の際に姦淫
の状況を撮影したビデオテープ 2 本につき、強盗強姦の遂行の手段として用いら
れたものといい得るとして、供用物件の没収を認めた
（６）
。
　その他の下級審裁判例では、構成要件該当行為に物が使用されていないことを
理由に供用物件該当性を否定する例も存在するが
（７）
、概ね、構成要件該当行為以外
の行為に使用された物件でも、供用物件として没収が認められている
（８）
。しかし、
その理由付けは明らかにされていない。
（ 3）学説
　学説においては、本条における「犯罪行為」の解釈が争われている。まず、構
成要件該当行為の遂行に実質的な寄与をなした物件は没収すべきという観点か
ら、実行行為の着手前又は終了直後に、実行行為を容易にし、あるいは逃走を容
易にし、逮捕を免れる目的でなされた行為も、実行行為と密接な関連性を有する
（ 5 ）　復路航空券が未使用のまま没収されている点から、同判決は供用準備物件としての没収
と理解できよう。
（ 6 ）　福 嶋 一 訓「判 批」 研 修759号（2011年）30頁 以 下、 只 木 誠「判 批」『新・ 判 例 解 説
Watch 10号』（日本評論社、2012年）139頁以下は、撮影行為を、逃走を容易にし、かつ逮捕
を免れるものと評価する。
（ 7 ）　仙台高秋田支判昭和25年 3 月29日特報 8 号74頁、名古屋高判昭和38年 3 月11日判時335
号48頁
（ 8 ）　その他、構成要件該当行為以外の行為に使用した物件を没収した判例として、最判昭
和25年 9 月14日刑集 4 巻 9 号1646頁（窃盗が住居侵入のために使用した平角鉄棒）、東京高
判昭和28年 6 月18日高刑集 6 巻 7 号848頁（鶏を窃取した後、運搬を容易にするため、鶏の
首を切るのに用いた刃物）がある。
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ものであるかぎり、ここでいう「犯罪行為」に属し、その行為に使用された物は
供用物件に当たるとする見解がある（以下「密接関連説」という
（９）
）。他方、没収の
限界の明確化及び罪刑法定主義の観点から、本条にいう「犯罪行為」を（主刑の
対象たる犯罪の）構成要件該当行為に限定する見解が存在し、当該見解はさらに、
構成要件該当行為それ自体に使用された物件にのみ供用物件没収を限定する見解
（10）
（以下「消極説」という）と、供用物件の処罰根拠を「物件使用が犯罪遂行を促進
すること」に求め、本条における「犯罪行為の用に供し、又は供しようとした
物」につき、犯罪行為を促進するように使われた、あるいは使われようとした物
と解する見解
（11）
（以下「促進説」という）に分かれる。
　犯罪行為後の逃走行為に使用された物件につき、促進説は、犯行後の逃走を容
易にすることで、犯行への心理的障害が軽減され、その意味で犯罪行為そのもの
が促進されると説明する
（12）
。ここから、行為者が犯罪行為終了前から当該物件の使
用を予定していることを没収の前提とする
（13）
。構成要件該当行為以外の行為に使用
された物件にも供用物件該当性を認める点で促進説と密接関連説は共通するが、
促進説は、①犯罪行為後の逃走行為等に用いられた物件は、行為者が犯罪行為終
了前にその物件の使用を考慮している場合に限り、没収可能である、②実行行為
との密接関連性を要求しないため、犯行から期間を隔てて使用された物件も、上
記の促進関係が認められる限りで没収できる
（14）
という特徴を持つ。他方、密接関連
説は、①逃走行為等に用いられた物件は、犯罪行為終了後に初めてその物件の使
用が意図された場合でも没収可能である、②犯行から期間を隔てて使用された物
件については、実行行為との密接関連性が要求される以上、結果として没収が困
難になるという特徴を持つ。
（ 9 ）　団藤重光編『注釈刑法（ 1 ）』（有斐閣、1964年）136頁以下〔藤木英雄〕、出田・前掲注
（ 4 ）423頁。
（10）　伊達秋雄＝松本一郎「没収・追徴」『総合判例研究叢書　刑法（20）』（有斐閣、1963年）
29頁、山口厚「我が国における没収・追徴制度の現状」町野朔＝林幹人編『現代社会におけ
る没収・追徴』（信山社、1996年）31頁注 5 。
（11）　鈴木左斗志「犯罪供用物件没収（刑法19条 1 項 2 号）の検討」研修724号（2008年） 7 、
14頁。
（12）　鈴木・前掲注（11） 8 頁。
（13）　西田典之ほか編『注釈刑法　第 1 巻』（有斐閣、2010年）128頁以下〔鈴木左斗志〕。
（14）　鈴木・前掲注（11） 8 頁によれば、犯行から期間を隔てて使用された物件の具体例とし
て、搭乗日が犯行から期間を隔てて予定されている逃走用の航空券が挙げられている。
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3 ．本決定を含む判決の枠組みの分析
（ 1）第一審
　第一審は、「これらの隠し撮りが被告人の当該性犯罪と並行して行われ、その
意味で密接に関連しているといえるだけでなく、……自らに有利な証拠を作出し
得るという認識を持ち、そのような利用価値を見出していたといえるのであり、
そのような撮影行為によって客観的に記録した当該映像を確保できること自体
が、被告人の上記各犯行を心理的に容易にし、その実行に積極的に作用するもの
であったと評価できる。したがって、本件各デジタルビデオカセットについて
は、被告人の B〔本件被害者〕ら 4 名に対する各犯行を促進したものといえ、刑
法19条 1 項 2 号所定の『犯罪行為の用に供した物件』に当たる」（下線部及びキッ
コーは筆者。以下同様）と判断している。
　第一審は、隠し撮り行為が、並行して行われた性犯罪の実行行為と密接に関連
していることに加え、自らに有利な証拠を作出し得るという認識の下での撮影行
為を、被告人の各犯行を心理的に容易にし、各犯行を促進したものとして評価し
ている。ここでは、密接関連説及び促進説の考えが並列されており、第一審はど
ちらの立場からも本件没収を説明できるように配慮したものと思われる
（15）
。なお、
第一審は、被告人の隠し撮りに関する検察官の主張のうち、自己の性的興奮を高
めることなどについては認定するに至ってない。自己の性的興奮を高めるための
撮影・録画であれば、上記の心理的促進関係を認めることが容易であり
（16）
、また、
実務家からも、この種の事件における一般的な経験則からは、検察官の上記主張
も十分認定し得る事案と評価されている
（17）
。これらの主張に鑑みると、第一審とし
てはこれを認定しなくとも、犯罪行為との密接関連性や促進関係が存在すれば、
供用物件該当性を認めるのに十分であると判断したものと思われる
（18）
。
　第一審の特徴として、学説において主張されてきた逃走・逮捕を免れる観点と
は異なる、撮影行為によって無罪の証明のために自らに有利な証拠を確保すると
いう観点から、心理的促進関係を認めている点が挙げられる。しかし、証拠の確
保による心理的促進を「供した」と評価できるかはなお検討の余地がある。
（ 2）原審
　原審は、「各犯行時に隠し撮りをして、各実行行為終了後に各被害者にそのこ
とを知らせて捜査機関による身柄拘束を含む捜査や刑事訴追を免れようとする行
（15）　河原・前掲注（ 3 ）34頁。
（16）　滝谷・前掲注（ 3 ）140頁。
（17）　中村・前掲注（ 1 ）154頁。
（18）　中村・前掲注（ 1 ）154頁。
刑事判例研究（桑島）　　347
為は、各犯行による性的満足という犯罪の成果を確保し享受するためになされた
行為であるとともに、捜査や刑事訴追を免れる手段を確保することによって犯罪
の実行行為を心理的に容易にするためのものといえるから、本件各実行行為と密
接に関連する行為といえる。以上のとおり、本件各デジタルビデオカセットは、
このような実行行為と密接に関連する行為の用に供し、あるいは供しようとした
物と認められるから、刑法19条 1 項 2 号所定の犯行供用物件に該当する」と判断
している。
　犯罪の証拠を残すビデオ撮影は、むしろ犯行を抑制する方向に働くという弁護
人の控訴趣意に対応し、原審は、本件各デジタルビデオカセットの犯行を促進し
容易にする側面、及び、本件各デジタルビデオカセットが、犯罪の成果の確保、
及び犯罪終了後の逃走・逮捕を免れるために使用・用意された物に該当すること
を明示した。第一審と異なり、原審は、隠し撮り行為だけでなく、撮影録画の事
実を被害者に知らせる行為までを含めて、実行行為を心理的に容易にするための
ものと評価し、本件各実行行為と密接に関連する行為と判断している
（19）
。本件で
は、被告人が被害者のうちの 1 人にのみ録画事実を伝えているため、「知らせる
行為」までは認定できない事案のデジタルビデオカセットについては、「密接に
関連する行為の用に供しようとした物」に該当するものと判断したと思われる。
　原審は、第一審と同様に「実行行為との密接関連性」及び「心理的促進関係」
に言及しているが、ここでの実行行為との密接関連性は、実行行為との促進関係
から導かれており、むしろ促進説に近い考え方が示されているように思われる。
そうであれば、「実行行為との密接関連性」の意義は、第一審によれば、実行行
為と並行している意味での時間的密接関連性を意味し、原審によれば、実行行為
を促進する意味での、密接関連性を意味することになる。
（ 3）本決定
　本決定は、「被告人がこのような隠し撮りをしたのは、被害者にそれぞれその
犯行の様子を撮影録画したことを知らせて、捜査機関に被告人の処罰を求めるこ
とを断念させ、刑事責任の追及を免れようとしたためであると認められる。以上
の事実関係によれば、本件デジタルビデオカセットは、刑法19条 1 項 2 号にいう
『犯罪行為の用に供した物』に該当し、これを没収することができると解するの
が相当である」と判断した。ここでは、原判決において「実行行為を心理的に容
（19）　もっとも、被害者との告訴取り下げの交渉がなくとも、行為者に刑事訴追を免れようと
する目的が認められるのであれば、撮影行為のみで本件各デジタルビデオカセットを没収す
ることも可能である。そのため、原審で言及された被害者との告訴取り下げの交渉の事実
は、行為者の刑事訴追を免れようとする目的を推認させる事情に位置付けられるだろう。
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易にする」とされた「刑事責任の追及を免れようとした」意図については、原判
決に重ねる形で言及しているため、促進説に近い考え方を示していると思われ
る。
4 ．学説の分析
　本決定を含む各審級の判決は密接関連説及び促進説に近い考えを示し、「刑事
責任の追及を免れるために撮影された映像」という、構成要件該当行為以外の行
為に用いられた物件の没収を肯定した。しかし、なぜ密接関連性や心理的促進関
係が存在すれば、構成要件該当行為以外の行為に用いられた物件であっても没収
できるのか。この点につき、本件各審級の判断からはその積極的な論拠が明らか
ではない。以下では、供用物件はなぜ没収されるのかという、供用物件没収それ
自体の根拠から、本決定を正当化できるかを検討する。
（ 1）供用物件没収それ自体の論拠
　供用物件没収それ自体の論拠については、大きく分けて刑罰説と保安処分説が
主張されている。平野龍一を発端とする刑罰説は、犯罪の用に供した物等、その
犯罪に直接関係した物の所有を剥奪すること、すなわち没収は、犯罪行為に対す
る否定的な評価を示すものであって、行為に対する一つの制裁であると主張す
る
（20）
。非難の対象である犯罪において法益侵害を重視する平野の立場
（21）
を考慮すれ
ば、供用物件没収を、物件使用が法益侵害につながったことに対する非難として
理解できよう。これに対して保安処分説は、物から生じる社会的危険、すなわ
ち、当該物件が再度犯罪に用いられる危険を防止するという見地から、供用物件
没収を説明する
（22）
。
（ 2）促進説、密接関連説、消極説からの説明
　本決定と親和的である促進説及び密接関連説は、どのような観点から供用物件
没収を基礎づけているのであろうか。まず、促進説を分析すると、同説は付加刑
を科す理由につき、物件使用が犯罪遂行を促進するからであり、そのことに対す
る応報として物件の没収がなされると説明する
（23）
。ここでは、同じように実行行為
（20）　平野龍一『矯正保護法』（有斐閣、1963年）21頁、出田・前掲注（ 4 ）408頁。
（21）　平野龍一『刑法総論Ⅰ』（有斐閣、1972年）44頁。
（22）　伊達＝松本・前掲注（10） 5 頁以下、藤木英雄『刑法講義　総論』（弘文堂、1975年）
327頁、団藤重光『刑法綱要総論〔第三版〕』（創文社、1990年）510頁、林美月子「没収・追
徴と均衡原則─麻薬特例法を中心として─」町野＝林幹人編・前掲注（10）46頁。
（23）　鈴木・前掲注（11）17頁注28。
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の促進を処罰する幇助犯に関する議論が参考になるであろう。すなわち、促進説
は、共犯の因果性に関する議論とのパラレルな理解
（24）
から、物件使用による犯行の
心理的促進を間接的な法益侵害ととらえ、それに対する非難として供用物件没収
を理解していると言えよう。密接関連説も、犯罪の遂行に実質的な寄与をなした
物件はこれを没収することができるものと解すべきとしている点から、基本的な
発想は促進説と類似するが、実行行為に密接関連して行われた行為は、そうでな
い行為と比較して犯行を強く促進するため、犯行の強度な促進、すなわち、より
強い間接的な法益侵害に限定し、それに対する非難として供用物件没収を理解し
ていると言えよう。以上の分析によれば、両説は刑罰説の観点から供用物件没収
を基礎づけ、犯行の心理的促進という間接的な法益侵害に対する非難として、本
決定のような広範な供用物件没収を説明していると思われる。
　他方、構成要件該当行為に使用された物件にのみ没収を認める消極説も、刑罰
説の観点から、物件使用による直接的な法益侵害に対する非難として供用物件没
収を理解していると思われる。
（ 3）保安処分説からの説明
　保安処分説は物件が再度犯罪に使用される危険性を没収の根拠としているが、
本件デジタルビデオカセットは、撮影録画による被害者の名誉等の侵害の危険を
知らしめて、告訴を断念させる交渉材料として用いられる予定であったため、強
要罪に使用される危険が認められるであろう。また、撮影録画により自己の性的
興奮を高めるといった事情が認定されたのであれば、場合によっては、被告人が
本件動画を用いて、本件被害者らに同種行為を再度行う可能性も認められるであ
ろう。それゆえ、保安処分説からでも本決定を説明することは可能である。
5 ．本決定の評価
（ 1）心理的促進に対する非難
　本決定は、犯行の心理的促進という間接的な法益侵害に対する非難として広範
な供用物件没収を正当化する。しかし、刑事訴追を免れようとする行為が犯行を
促進するかの問題は措くとして、正犯が惹起した間接的な法益侵害に対しても刑
法上の非難は本来可能であろうか。犯罪の方法・態様における巧妙性や計画性
は、刑を加重する方向に働く重要な量刑事情であるため
（25）
、犯行を促進した物件を
（24）　樋口亮介「没収・追徴」法学教室402号（2014年）126頁。
（25）　原田國男『量刑判断の実際〔第 3 版〕』（立花書房、2008年） 8 頁、遠藤邦彦「量刑判断
過程の総論的検討」大阪刑事実務研究会『量刑実務体系　第 1 巻　量刑総論』（判例タイム
ズ社、2011年）58頁。
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没収することで、間接的な法益侵害に対する非難が示されていると考えることは
可能であろう。
　しかし、被告人自らが警察による捜査や逮捕を免れるように動く、いわゆる自
己蔵匿や隠避は、期待可能性を欠くため行為者に責任が認められない
（26）
、又は、行
為者に蔵匿・隠避・証拠隠滅を禁止することが刑事手続的上ふさわしくないとい
う政策的理由
（27）
により、一般的に不処罰とされている。自己蔵匿・隠避が不処罰と
されている観点から、犯罪終了後の逃走及び逮捕を免れることを準備する行為
は、犯行を促進するとしても非難できず、当該行為に使用された物件も没収でき
ないという主張も考えられる。もっとも、逃走や逮捕を免れる行為それ自体が別
罪を構成する場合は、当該行為に対する非難は可能であると思われる
（28）
。本件で
は、隠し撮り行為が逮捕を免れる行為に該当するところ、没収の判断に先立っ
て、隠し撮り行為が別罪を構成するかを検討する必要があるだろう。
（ 2）没収についての判断
　本決定は、本件デジタルビデオカセットを性犯罪の供用物件として没収した
が、没収の対象となるか否かを検討する前提として、ここでは、本件撮影行為と
強制わいせつ罪・強姦罪との関係を考えてみたい。被告人は、強制わいせつ・強
姦の犯行状況等を隠し撮りしたものであるが、被害者を裸にして写真を撮影する
行為も強制わいせつ罪の「わいせつ行為」に当たり得ると判断した裁判例
（29）
に鑑み
れば、わいせつ行為や姦淫行為を撮影する行為を、強制わいせつ罪と捉えること
も可能であろう
（30）
。他方、隠し撮り行為それ自体は、一般に盗撮を禁止する条例違
反
（31）
や軽犯罪法違反
（32）
に該当する。しかし、本件行為は単なる隠し撮り行為にとどま
（26）　大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法　第 6 巻〔第三版〕』（青林書院、2015年）353頁
〔仲家暢彦〕。
（27）　池田修＝金山薫編『新実例刑法〔各論〕』（青林書院、2011年）237頁〔伊藤寿〕。
（28）　自己蔵匿・隠避のための行為であってもあらゆる行為が不処罰とされるわけではない
ことは、事後強盗罪の規定などを見ても明らかであると思われる。
（29）　例えば、東京高判昭和29年 5 月29日高刑判決特報40号138頁、最判昭和45年 1 月29日刑
集24巻 1 号 1 頁、東京地判昭和62年 9 月16日判時1294号143頁、静岡地判浜松支部平成11年
12月 1 日判タ1041号293頁。
（30）　岡田・前掲注（ 1 ）33頁、中村・前掲注（ 1 ）149頁、河原・前掲注（ 3 ）37頁。
（31）　例えば、東京都の公衆に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関する条例 5 条
1 項 2 号は、「正当な理由なく、人を著しく羞恥させ、又は人に不安を覚えさせるような行
為であつて」、「住居、便所、浴場、更衣室その他人が通常衣服の全部又は一部を着けない状
態でいるような場所」又は「乗物における人の通常衣服で隠されている下着又は身体を、写
真機その他の機器を用いて撮影」する行為を規制する。
（32）　軽犯罪法 1 条23号（窃視の罪）は、「正当な理由がなくて人の住居、浴場、更衣場、便
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らず、性交等を含めた性的行為をしている状況を相手方の意思に反して撮影する
ものであるため、比較的軽微な行為類型を定めた軽犯罪法等で本件行為を評価し
尽くせるかは疑問である
（33）
。本件隠し撮り行為は、被害者の身体に対するわいせつ
行為と併せて行われることによって、強制わいせつ罪におけるわいせつ行為に該
当し得るものとして評価できるだろう
（34）
。
　本件隠し撮り行為を強制わいせつ罪の実行行為と評価する場合、本件デジタル
ビデオカセットに対する没収の方法は 2 通り考えられる。まず、「犯行状況が録
画されていない」デジタルビデオカセットが隠し撮り行為に使用されている点に
着目し、本件デジタルビデオカセットを刑法19条 1 項 2 号の供用物件として没収
する方法が考えられる。続いて、隠し撮り行為により「犯行状況が録画された」
デジタルビデオカセットが作り出された点に着目し、刑法19条 1 項 3 号により、
本件デジタルビデオカセットを撮影行為により生じた物件（生成物件
（35）
）として没
収する方法が考えられる
（36）
。
6 ．残された課題
（ 1）本決定の意義及び射程
　本決定は、裁判例において従来説明がなされてこなかった供用物件の没収につ
き、「実行行為との密接関連性」及び「心理的促進関係」を理由として供用物件
没収を説明した初めての判決であり、この点に本決定の意義が認められる。先述
所その他人が通常衣服をつけないでいるような場所をひそかにのぞき見」る行為を規制する
が、スマートフォンやビデオカメラ等の機器によってひそかに写真や動画を撮ることもこれ
に含まれる。この点につき、伊藤榮樹（勝丸充啓改訂）『軽犯罪法〔新装第 2 版〕』（立花書
房、2013年）169頁。
（33）　中村・前掲注（ 1 ）157頁注 8 。
（34）　中村・前掲注（ 1 ）151頁。なお、強制わいせつ罪の成立に際し、被害者の性的部分へ
の接触の要否も問題となるが、近時の裁判例は、性的部分への接触がなくとも強制わいせつ
罪の成立を認める傾向にある。例えば、釧路地判北見支部昭和53年10月 6 日判タ374号162
頁、広島高判平成22年 1 月26日 LEX/DB 25471442、広島地判平成27年12月 7 日 LEX/DB 
25542007、名古屋地判平成28年 4 月25日 LEX/DB 25542949などが存在する。
（35）　生成物件の例として、東京高裁昭和27年 9 月10日高刑集 5 巻10号1659頁、（公文書偽造
罪における偽造文書）、最判昭和30年 8 月 9 日刑集 9 巻 9 号1994頁（外国通貨偽造罪におけ
る偽造通貨）、前橋地判高崎支部平成17年 1 月14日 LEX/DB 28105372（通貨偽造罪における
偽造通貨）など。
（36）　東京高判平成22年 6 月 3 日判タ1340号282頁は、生成物件を「犯罪行為によって作り出
された物」と解釈し、これを否定するが、「犯行状況が記録された」記録媒体が作り出され
たとして、生成物件該当性を認める余地はあるだろう。この点につき、中村・前掲注（ 1 ）
155頁、滝谷・前掲注（ 3 ）141頁注23、樋口・前掲注（ 3 ）155頁。
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のように本件撮影行為は、強制わいせつ罪の実行行為と評価できるため、本件各
デジタルビデオカセットは撮影行為の供用物件又は生成物件として没収できる。
そのため、密接関連性や心理的促進を理由に、性犯罪の供用物件として没収する
本件の判断は、撮影行為が公判における審理・判決の対象とされていない場合に
限定されるだろう
（37）
。
（ 2）残された論点
　本件デジタルビデオカセットには、捜査や刑事訴追を免れる手段を確保するた
めに、①録画未了状態で撮影のために使用される側面と、②録画完了状態で被害
者に対する口止めのために使用される側面がある。②の点に着目すると、録画完
了状態のデジタルビデオカセットは犯行後に初めて生じるものであり、過去の実
行行為を促進することは考えられないため、促進説からは供用物件該当性を認め
ることが困難であるという指摘がなされている
（38）
。ここでは、犯行後に生じる物件
の使用を計画し、これによって心理的促進効果が生じた場合、犯行時に存在しな
い物件であっても没収してよいかが問題になる。例えば、被害者の告訴を断念さ
せる目的で、犯行時、性犯罪の犯行状況をデジタルビデオカセットに録画したう
えで、犯行後に当該デジタルビデオカセットの複製を行った場合が考えられよ
う。デジタルビデオカセットの複製品も性犯罪の供用物件として没収できるかは
本決定の枠組みからは明らかにならないが
（39）
、仮に没収が否定されるのであれば、
被害者保護の観点から民事手続による対応が必要とされる場合もあるだろう
（40）
。
（37）　第一審は、「このような被告人による隠し撮りは、B〔本件被害者〕ら 4 名に対する実
行行為そのものを構成するものでなく、もとより被告人がこうした隠し撮りを行ったことを
もって訴追されたわけでもない」としている。
（38）　滝谷・前掲注（ 3 ）141頁。
（39）　樋口・前掲注（ 3 ）155頁は、性犯罪の様子を撮影した記録媒体が生成物件に該当する
ことを前提に、記録媒体原本からの複製物についても間接的に生成物件該当性を認めようと
するが、複製行為が犯罪行為に該当しない以上、複製物を「犯罪行為によって生じ」たと評
価することは困難であろう。
（40）　高松高判平成17年12月 8 日判時1939号36頁は、刑事事件としては不起訴処分となった事
件の被害者の裸体を撮影したフィルムについて、被害者が写真撮影に同意していたものでは
なく、存在すること自体が被害者のプライバシーを侵害し又は侵害するおそれのある物であ
るとして、人格権に基づく妨害排除ないし妨害予防請求としてフィルムの廃棄を認めた。
